
令和５年５⽉８⽇公告
南⼩学校受変電設備改修⼯事
○設計図書の⼀部に表記誤りがありました。再度ご確認下さい。

正

図⾯No.2 ⼀般事項（足場その他）修正箇所

誤



墜落制止用器具の使用

（１）本仕様書及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事

 （２）項目欄の（①１．２．３）は、標仕　第１編、第１章、第２節、３項を表す。

※

※

電気設備工事特記仕様書

ただし、（　 ）の場合　　印を適用する。
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章 特 記 事 項

監 督 職 員

（　　１．１．２）

　　　１．１．２ ））

現 場 代 理 人

（　　１．１．２）

（　　　１．１．２（ ））

主任技術者等とは、工事請負契約書に規定する主任技術者または、監理技術

者をいう。

工事請負契約書に規定する監督職員及び本市より工事監理委託を受けた者とする。

現場代理人とは、工事請負契約書の規定により定められた現場代理人をいう。

項

事

般

一

電 気 工 事 士

（３）本特記仕様書で、　　印がついている事項は本工事に適用する。

（４） グ　印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（以下「グリーン購入法」と

項 目

いう）の特定調達物品を示す。

共

通

適

用

項

目

１．高圧回路

第１相 第２相 第３相

赤 白 青

２．低圧回路

（１）三相回路

種　別 第１相 第２相 第３相 中性相

２００・４００Ｖ 赤 白 青
３φ３Ｗ

赤 白 青
１００Ｖ

（端末・白テープ巻き）

３φ４Ｗ 赤 黒 青 白

２００Ｖ 赤 白
１φ２Ｗ

赤 白
（単相使用） １００Ｖ

（端末・白テープ巻き）

２００・４００Ｖ発電機３φ３Ｗ 赤 黄 青

（注）白又は黄は接地相とする。
（２）単相回路

種　別 第１相 中性相 第２相

２００／１００Ｖ１φ３Ｗ 赤 白 黒

２００Ｖ 赤 黒
１φ２Ｗ

１００Ｖ 黒 白

発電機
２００／１００Ｖ 赤 黄 黒

１φ３Ｗ

赤 黒
発電機 ２００Ｖ

（端末・黄テープ巻き）
１φ２Ｗ

１００Ｖ 黒 黄

（注）白又は黄は接地相とする。

（３）その他

直　流　回　路 正極－赤、負極－青

接　　地　　線 緑又は緑／黄（ケーブルの場合は緑テープ巻き）

３．盤内導体の色別方法

導体の別 色別方法

電線被覆：黄
絶縁電線

両端末に相別色の絶縁キャップ（ＪＳＩＡ　１１６）取付

本体：ニッケルクロームメッキ仕上げ
帯状導体

両端末及び中央付近に相別色のシールテープ貼付

７．誘導灯回路のネームプレートは白地・赤文字とする。

なお、上記１．２の「相と色」によることも可。

盤内の色別については分岐前の色とする。

２００Ｖの表示を行う。

５．監督職員の指示がある場合、コンセントプレートに盤名称・回路番号

・２００Ｖ表示・発電機回路表示を行う。

６．発電機回路のネームプレートは黄地・黒文字とする。

４．盤内１φ２００Ｖ回路のネームプレートは桃地・黒文字とし、

２

２

（　　２．１．３）

（ ）（　　２．１．４）（１）

資源の活用を図らなければならない。

　なお、本ガイドラインは、大阪市建設局ホームページを参照のこと。

発 生 材 の 処 理 等 受注者は、工事の施工に当たって、「大阪市建設リサイクルガイドライン」

（６）

（４）

（３）

（２）

の際には積載重量を確認し、過積載を起こさないこと。

過積載は、法令及び仕様書等の遵守事項に反する行為であることから、搬出

行い、マニフェストを交付しなければならない。

処分を委託して行う場合はそれぞれの許可業者と各々書面により委託契約を

に監督職員にその報告を行うこと。

又は処分場等へ、必要な手続きを行い搬入する。

建設副産物は、法令に基づき許可を受けている再生資源化施設、処理施設

ならない。

撤去解体材、工事発生残材等は、工事敷地内で焼却処分、埋立処分しては

市民生活の環境保全と公衆衛生の向上に努めなければならない。

及び「廃棄物処理法」並びにこれらに基づく条例等に従って適正に処理し

（１）受注者は、建設副産物の処理に際し、「資源有効利用促進法」「建設ﾘｻｲｸﾙ法」

場合は、マニフェストを交付して適正に処理されていることを確認すると共

受注者は、建設副産物を産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物として処理する

（５）受注者は産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集運搬、中間処理及び最終

１ す。（（ ））　　　２．２．４

Ｄ

（１）本工事に必要な工事用電力、水等の費用及び官公署への諸手続き等の

の機器類の安全性を確認した後、漏電遮断器付コードリール等を中継

　　　して使用する。なお機器類には、Ｅ　（ＥＬＢ）接地（アース）を施

（２）工事用の仮設電気を使用する場合、工事責任者は使用する電動工具等

費用は受注者の負担とする。

工 事 用 電 力 ・ 水

そ の 他

（ ）

建物管理者への内容説明 不要保守に関する指導

建 物 の 管 理 工事完成後、本市への引渡し手続きが完了するまでは、受注者の責任で管理し、

これに要する費用は受注者間で適正な負担を行う。

電 気 保 安 技 術 者

１

１

（　　１．３．２）

（　　　１．３．２（ ））

機器類の取付高さ 機器・器具の取付高さは図面に記載のない場合は次による。

機器・器具取付高

標準取付高（単位ｍｍ）
名　称 測　定

一般施設 学校

分電盤 床上～中心 １４００ １４００

分電盤 天端 １９００ １９００

各室分電盤 下端 ２０５０

端子盤 床上～中心 １４００ １４００

端子盤 天端 １９００ １９００

スイッチ（一般） 床上～中心 １３００ １４００

スイッチ（身障者用） 床上～中心 １０００ １０００

コンセント（一般） 床上～中心 　３００ 　５００

コンセント（和室） 床上～中心 　２００ 　２００

コンセント（土間） 床上～中心 　８００

２１００～２４００ ２１００～２４００ブラケット（一般） 床上～中心

ブラケット（鏡上） 鏡上端～中心 　１５０ 　１５０

手元開閉器 床上～中心 １３００ １４００

電話アウトレット（一般） 床上～中心 　３００ 　５００

電話アウトレット（和室） 床上～中心 　２００ 　２００

電話アウトレット（壁付） 床上～中心 １３００ １４００

子時計 床上～中心 ２３００ ２３００

壁掛スピーカ 床上～中心 ２３００ ２３００

アッテネータ 床上～中心 １３００ １４００

インターホン（一般用） 床上～中心 １３００ １４００

インターホン（身障者用） 床上～中心 １０００ １０００

トイレ呼出押釦（１ヶ用） 床上～中心 １０００ １０００

３００及び１０００ ３００及び１０００トイレ呼出押釦（２ヶ用） 床上～中心
コンセント高にあわせるコンセント高にあわせるテレビ受口 床上～中心

コンセント高にあわせる コンセント高にあわせる情報コンセント 床上～中心

表示灯及び照光押ボタンスイッチの色別は次による。

表示灯種別 表示色

電 源 白

入り（ＯＮ） 赤

切り（ＯＦＦ） 緑

高　圧　地　絡 赤

低　圧　地　絡 橙

満　　減　　水 橙

消火ポンプ起動 赤

重故障 赤
そ　　の　　他

軽故障 橙

８．ＵＴＰケーブルの心線の割り当てはＥＩＡ／ＴＩＡ５６８Ａとする。
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４)外部足場の壁つなぎ材の施工は、撤去後、補修が少ない位置で各階毎に設ける

５)メッシュ状養生シート（ＪＩＳ１類）による養生を行うこと。

６)足場で使用する工具等には、原則として転落防止用ワイヤーを取り付けて

 使用すること。

７)仮設足場周辺にはネットフェンス、バリケード、標識ロープ等により立ち入れ

本工事（図面特記箇所）

　 とし、適切な保守管理を行う。

   (厚生労働省　平成21年4月）の「手すり先行工法等に関するガイドライン」によ

 ついて手すり、中さん及び幅木の機能を有するものを設置すること。

 るものとし、足場の組立、解体作業時及び使用時には、常時、すべての作業床に

※別途工事

 ものとし、壁つなぎ材を撤去した後、原状に復すること。

 ない様にし、「きけん」、「立入禁止」等の掲示を行うこと。

防護棚　※ 図面特記箇所（地盤面から足場上部までの高さが10mを超える場合）

不要

１)防護棚が敷地境界線を越える場合には関係各署と打合せの上、届出を行うこと。

足 場 そ の 他

　　パイプシャフト内等は塗装しなくてもよい。）　　　２．８．１ ））（（

３．容易に見える場所の露出部分（電気室・機械室・倉庫

２．ルーバー天井内等天井内が見通せる場所

１．屋外及び水気、湿気のある場所の露出部分

監督職員の指示する色の塗装を行う。但し、意匠的に支障を及ぼさない部分で、

て塗装を省略することができる。

別途図中にて指示のない下記の場合は、金属管・プルボックス・支持金具等に

の表示を行う。

高圧ケーブル用配管の露出及び隠ぺい部分は橙色の塗装を行い、「高電圧注意」

（　　２．７．１）

１

１

亜鉛めっき付着量が300g/㎡以上の配管を使用する場合は、監督職員の承諾を得

構内指示の場所に敷きならし処 理土残

（マニフェストの写しを提出すること。）

ルガイドラインの当該事項による。）

構外搬出適切処理

※ 構内指示の場所にたい積

（残土処理は、｢標仕｣第１編1.3.9によるほか、建設リサイク

（　　　１．９．１（ １

（２） 請負金額（設計変更を含む）が100万円（税込）以上の工事について、再生資

【掲載場所】

トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入札契約情報＞

　建設局＞入札・契約のお知らせ

（（

契約電力５００ｋＷ以上の場合も、第一種電気工事士による施工を行うこと。

主 任 技 術 者 等

電気工作物の種類

※ 要

　 事業用電気工作物 一般用電気工作物※

(        　 )

(   )

( １ ２.２.２ )

金 属 管 等 の 塗 装

（　　１．３．９）１

））

１）足場は、労働安全衛生法その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のもの

２)足場を設ける場合には、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」

（平成30年5月）の記載事項を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生

建 設 副 産 物 の 発

生 の 抑 制 、 適 正

処 理 及 び 再 利 用

の 促 進 等

表 示 灯 の 色 別

配 線 の 色 別

（ 盤 内 も 含 む ）

風圧力（耐風力）

テレビ共同受信アンテナ及びアンテナマスト

　 受雷部システム及び引下げ導体システム　　　太陽光発電装置　　風力発電装置

上段(　　　）は「標仕」、下段(( ))は「改修標仕」を表す。

リサイクルガイドラインにより行い、電子データを監督職員に提出すること。

源利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書）の作成を建設

（　　　１．９．１（

１（　　１．３．９）

））１

　引渡しを要するもの ※なし あり（ ）

　再生資源化を図るもの　　 ※なし あり（　　　 ）

　特別管理産業廃棄物 ※なし あり（ ）

 外部足場 種別 ※Ａ種:枠組足場　 Ｂ種:くさび緊結式足場　 Ｃ種:単管本足場　　

Ｄ種:仮設ゴンドラ　 Ｅ種:移動式足場　　Ｆ種:高所作業車

３)枠組足場の設置においては、「手すり先行工法による足場の組立等に関する

 基準」における2の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により

 行うこと。

建築基準法施行令第87条に定めるところによる風圧力(耐風力)検討(計算)書を

監督職員に提出する。なお、検討（計算）範囲には、それぞれの取付部分を含む。

））（　　　１．９．１（ １

１ （　　１．３．９）

・通信・情報設備に対する保守担当者への指導 要 不要※

設けない

)(設ける１

１

※

（　　２．１．１）

（（ ））　　　２．２．７

監 督 職 員 事 務 所

１

１

（　　１．４．２）　

））１．４．２（（

・主要機器材  ：申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が５年以上ある。

・その他機器材：申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が３年以上ある。

・配電盤及び制御盤等を同一の電気室に設置する場合は、原則としてメーカーを統一する。

当該品目の評価を受けた製造者の製品で、納品（工事）場所に納入が可能

と記載されている。

（２）大阪市都市整備局の工事において当該品目の納入実績のある製造者の製品。

（３）上記（１）（２）以外の製造者の製品は、設計図書に定める品質及び性能

が確認できる次表の書類を提出し、本市監督職員の承諾を受ける。

本工事で使用する機器材は、ＪＩＳ及びこれら公的機関に準じる関係機関の規格品

（１）直近の建築材料・設備機材等品質性能評価事業｢(一社)公共建築協会｣により

電子ボタン電話装置

適 用
備 考品 目分 類番号 主要機器材 その他機器材

金属閉鎖型スイッチギヤ及びコントロールギヤ
E-A 特別高圧配電盤並びに機器類

（遮断器、開閉器類、変圧器類を含む）

金属閉鎖型スイッチギヤ及びコントロールギヤ(高圧用)

配電盤並びに制御盤(高圧用)
配電盤並びに開閉器類E-B

中央監視盤

配電盤・制御盤・分電盤並びに端子盤(低圧用)

変圧器

電力用コンデンサ及びリアクトル

真空遮断器及び真空電磁接触器
電力機器E-C 高圧気中負荷開閉器(電力ヒューズ付)

過電流ロック機構付高圧気中負荷開閉器

過電流ロック機構付高圧ガス負荷開閉器

避雷器

自家発電原動機

自家発電機装置

無停電電源装置

蓄電池並びに充電装置

照明器具

音響装置

アンテナ

共同聴視用部品

監視カメラ装置
その他機器E-E

駐車場管制装置

インターホン

電気時計

火災報知機

住宅用情報システム

電子交換機

パワーコンディショナ及び系統連系保護装置

E-D 自家発電機器

提 出 書 類

備 考書 類 名No

設計図書に定める品質及び性能が数値等で明記されている
機 器 仕 様 書Ⅰ

資料（汎用品は製品カタログも可能）

製

造

者

の

概

要

事業所・営業

所等の住所

申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が、下表
生 産

に示す主要機器材は５年以上、その他機器材は３年以上のⅡ
販売実績

期間が確認できる資料

納品（工事）場所がアフターサービス地区に含まれているアフター

サービス体制 ことが確認できる資料

建 築 設 備 工 事 の

使 用 機 器 材 の

選 定 に つ い て

認定品等とする。また、別表１（工事用対象機器材一覧表）に該当する場合は次の

いずれかの条件を満すものによる。

別表１：工事用対象機器材一覧表

設計図書に記述のない場合以外は新品とする。仮設に使用する機材

１

１

（　　１．４．２．　　）

　　　１．４．２．（（ ））

［備考］立会検査の有無は、監督職員の指示による。

検査及び試験を行うべき機材は、「標仕」による。

なお、必要に応じて工場立会検査を行う機材は下記による。

１．特別高圧用配電盤開閉装置類

２．高圧用配電盤開閉装置類

３．自家発電設備（パッケージ型を除く）

５．構内交換装置（実装２００回線以上のもの）

４．無停電電源装置（容量１０ｋＶＡ以上のもの）

機 材 等 の 検 査

及 び 試 験

１

１

１

（　　　１．４．５（ ））

（　　１．４．５）

（　　　１．４．６（ ））

１（　　１．４．４）
６．その他の機器類

工事検査と管理

（ｃ）検査の必要上局部の解体を、要する場合は、検査職員の指示により行う。

（ｂ）工事検査には、現場代理人及び主任技術者等は、必ず立会して検査職

（ｄ）工事完了後、本市への引渡しが完了するまで、受注者の責任で管理する。

（ａ）工事検査前には、必ず受注者において、施工内容がすべて設計図書に

（ｅ）構内交換装置及び構内情報通信網装置の取替工事については、工事

期間中受注者の責任において旧設備の保守を行う。

適合することを確認し、試運転調整、性能測定等を行い、その結果を

監督職員に提出する。

員の検査を受ける。手直しがある場合は、指定期日までに完了する。

なお、これに要する費用（受電後の電気料金（基本料金共）を含む。）は、

受注者間で適正な負担を行う。

）（（ １

１（　　１．６．１ ）

　　　１．10．１ ）

（ｆ）構内交換装置を設置する工事では、引き渡し後３ヶ月間は受注者において

　　　基づき無償で保守を行う。　　　要　　※ 不要

標準仕様書（電気設備工事編）平成３１年版（以下「標仕」という。）、公共建築改修工事標準

仕様書（電気設備工事編）平成３１年版（以下「改修標仕」という。）及び公共建築設備工事

標準図（電気設備工事編）平成３１年版（以下「標準図」という。）による。

(１)

(１)

・事業用電気工作物に係る工事

　電気主任技術者、第一種電気工事士、電気工事施工管理技士の資格を有する者

又はこれと同等の知識及び経験を有する者

（同等の知識及び経験については、電気設備工事監理指針を参照のこと）

・一般用電気工作物に係る工事

　第二種電気工事士以上の資格を有する者

国土交通省大臣官房官庁営繕部「建築保全業務共通仕様書」(平成30年版)に

共

通

適

用

項

目

建築基準法に定められた風速及び地表面粗度区分

ＶＯ（○３０　○３２　※３４）　　地表面粗度区分（○Ⅰ　○Ⅱ　※Ⅲ　○Ⅳ）

２（　　２．１．１３）

（（　　２．１．１４））２

学校　飲料水用 電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　プール自動給水装置　　電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　プール液面制御用　　　電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　消火水槽満減警報用　　電磁弁・電極棒及び電極帯

昇降機インターホン用配管

昇降機運行監視盤(昇降機工事）までの配管

昇降機制御盤から中央監視装置までの配管配線

１

１

工　　事　　内　　容

梁、床、壁貫通スリ－ブ入れ（補強鉄筋共）

床、壁貫通の型枠（補強鉄筋共）

施工後の修正はつり及び穴埋め

屋内設備機器のコンクリ－ト基礎

屋上設備

屋外設備

機器の架台及びアンカ－ボルト

足場さん橋等

天井開口及び天井点検口（下地の補強共）

外気取り入れガラリ

パッケ－ジ形空気調和機の２次側配管配線及び接

地、操作スイッチ及び渡り配管配線

換気扇の取付け枠

中央監視盤の接地工事

機器付属の制御盤以降の配管配線

機器付属の制御盤への電源供給配管配線

自動制御盤への電源供給及び操作回路の渡り配管配線

天井吊り形ファンコイルユニット及び全熱交換形換気

扇と操作スイッチとの渡り配管配線及び接地

煙感知器から制御盤を経て防煙ダンパ－までの配管配線

排煙口と操作箱の渡り配線

電磁弁・電極棒及び電極帯

衛生器具類取付け補強板

小便器用節水装置の制御盤より小便器への配管配線

昇降路までの電源用配管・配線工事

昇降路のコンセント設備

昇降路の感知器設備

昇降路から電話保安器盤までの配管工事

乗場国際シンボルマーク（１００　以上）の取付

（　　１．１．７） 昇降路の換気設備

（ ）（　　１．１．７）

事工連関の約契別

著作権・使用権等 当該建物において取得する、施工図等の著作権に関る当該建物に限る使用権は

発注者に委譲するものとする。

（　　　１．１１．２（

（　　１．７．２）

図成完

１

１

・ＣＡＤデータ

（校園工事の場合は不要） ※ ２部　(原寸背張り製本)・複写図

・原　図※ 要 ※ １部　(原寸)

））

一

般

事

項

道路掘削跡復旧
箇所の表示

一次本復旧完了後、大阪市建設局の「道路掘削跡復旧箇所における工事施工者名の

深さ及び校舎等からの寄り寸法（例：５．０ｍ）とする。

の敷地埋設配管配線を書き込む。記入事項は配管配線のサイズ、用途、埋設

校園工事の場合、工事完成時、建築でまとめる埋設配管図に、今回工事範囲図管配

マンホール

配管配線

名称記号

凡例

Ｍ

Ｅ

設埋

表示要領」に準じて表示を行うこと。

　　不要

　（　　）部　(原寸背張り製本)

　（　　）部　(Ａ３縮小背張り製本)

風圧力に対する

性 能

本工事 機械工事建築工事 昇降機工事

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

(1) 耐震措置の計算及び施工方法は、標準仕様書、標準図及び図示以外は、「建築耐　震　措　置
設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人

建築研究所監修２０１４年版）」による。

・別途図中にて指示がある場合この限りではない。

※

　　

※１式　(ＣＡＤデータを作成した場合)

・設計用水平震度（鉛直震度は、水平震度の1/2とする。）

下記の設計用水平震度及び鉛直震度により、据付ボルト・アンカーボルトなど

の耐震性能を確認し、監督職員の承諾を受ける。

（フルハーネス型）

(2)

(3)

注）（ ）内の数値は、防震支持の機器の場合に適用する。

s重要機器（水槽類）は、下記による。（水槽類にはオイルタンクを含む）

上層階の定義は、次による。

６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階

・配電盤、自家発電装置、直流電源装置、無停電電源装置

・中央監視装置、交換機、電算機用電源、情報用機器ラック

・消火設備、排煙設備、その他防災機器

・応急対策活動室等の機能を確保するための設備機器

配線配管の支持は｢標仕｣第２編2.1.13によるほか、「建築設備耐震設計・施工

指針」第6章表6.2-2(a)から(c)による。

(4)

　「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」による

設　量　場　所 一般機器 重要機器

1.5(2.0)

1.0(1.5)

0.6(1.0)

2.0(2.0)

1.5(1.5)

1.0(1.0)

1.5

1.0

1.0

2.0

1.5

1.5

　　（平成30年６月22日付け　基発0622第２号）

一般水槽類 重要水槽類

上層階・屋上及び塔屋

１ 階 及 び 地 下 階

中 間 階

中間階の定義は、１階及び地下階を除き、上層階に該当しない階

当該建物の耐震安全性の分類は（　一般の施設　　特定の施設）とする。※

図面サイズ：Ａ２

(　　　　枚の内)

企　画　部　施　設　整　備　課

大 阪 市 都 市 整 備 局
設
計
事

務
所

令和　　　年度

No.　

工事名称

電気設備　特記仕様書（１）

図面番号縮　　尺

図面名称

【特記Ｅ１－２３０１】

５

ランプ

南小学校受変電設備改修工事

２ １０

入札R5-E00

修正前

i9451375
テキストボックス



墜落制止用器具の使用

（１）本仕様書及び図面に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修の公共建築工事

 （２）項目欄の（①１．２．３）は、標仕　第１編、第１章、第２節、３項を表す。

※

※

電気設備工事特記仕様書

ただし、（　 ）の場合　　印を適用する。

１

１

１

１

一

般

事

項

章 特 記 事 項

監 督 職 員

（　　１．１．２）

　　　１．１．２ ））

現 場 代 理 人

（　　１．１．２）

（　　　１．１．２（ ））

主任技術者等とは、工事請負契約書に規定する主任技術者または、監理技術

者をいう。

工事請負契約書に規定する監督職員及び本市より工事監理委託を受けた者とする。

現場代理人とは、工事請負契約書の規定により定められた現場代理人をいう。

項

事

般

一

電 気 工 事 士

（３）本特記仕様書で、　　印がついている事項は本工事に適用する。

（４） グ　印は「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（以下「グリーン購入法」と

項 目

いう）の特定調達物品を示す。

共

通

適

用

項

目

１．高圧回路

第１相 第２相 第３相

赤 白 青

２．低圧回路

（１）三相回路

種　別 第１相 第２相 第３相 中性相

２００・４００Ｖ 赤 白 青
３φ３Ｗ

赤 白 青
１００Ｖ

（端末・白テープ巻き）

３φ４Ｗ 赤 黒 青 白

２００Ｖ 赤 白
１φ２Ｗ

赤 白
（単相使用） １００Ｖ

（端末・白テープ巻き）

２００・４００Ｖ発電機３φ３Ｗ 赤 黄 青

（注）白又は黄は接地相とする。
（２）単相回路

種　別 第１相 中性相 第２相

２００／１００Ｖ１φ３Ｗ 赤 白 黒

２００Ｖ 赤 黒
１φ２Ｗ

１００Ｖ 黒 白

発電機
２００／１００Ｖ 赤 黄 黒

１φ３Ｗ

赤 黒
発電機 ２００Ｖ

（端末・黄テープ巻き）
１φ２Ｗ

１００Ｖ 黒 黄

（注）白又は黄は接地相とする。

（３）その他

直　流　回　路 正極－赤、負極－青

接　　地　　線 緑又は緑／黄（ケーブルの場合は緑テープ巻き）

３．盤内導体の色別方法

導体の別 色別方法

電線被覆：黄
絶縁電線

両端末に相別色の絶縁キャップ（ＪＳＩＡ　１１６）取付

本体：ニッケルクロームメッキ仕上げ
帯状導体

両端末及び中央付近に相別色のシールテープ貼付

７．誘導灯回路のネームプレートは白地・赤文字とする。

なお、上記１．２の「相と色」によることも可。

盤内の色別については分岐前の色とする。

２００Ｖの表示を行う。

５．監督職員の指示がある場合、コンセントプレートに盤名称・回路番号

・２００Ｖ表示・発電機回路表示を行う。

６．発電機回路のネームプレートは黄地・黒文字とする。

４．盤内１φ２００Ｖ回路のネームプレートは桃地・黒文字とし、

２

２

（　　２．１．３）

（ ）（　　２．１．４）（１）

資源の活用を図らなければならない。

　なお、本ガイドラインは、大阪市建設局ホームページを参照のこと。

発 生 材 の 処 理 等 受注者は、工事の施工に当たって、「大阪市建設リサイクルガイドライン」

（６）

（４）

（３）

（２）

の際には積載重量を確認し、過積載を起こさないこと。

過積載は、法令及び仕様書等の遵守事項に反する行為であることから、搬出

行い、マニフェストを交付しなければならない。

処分を委託して行う場合はそれぞれの許可業者と各々書面により委託契約を

に監督職員にその報告を行うこと。

又は処分場等へ、必要な手続きを行い搬入する。

建設副産物は、法令に基づき許可を受けている再生資源化施設、処理施設

ならない。

撤去解体材、工事発生残材等は、工事敷地内で焼却処分、埋立処分しては

市民生活の環境保全と公衆衛生の向上に努めなければならない。

及び「廃棄物処理法」並びにこれらに基づく条例等に従って適正に処理し

（１）受注者は、建設副産物の処理に際し、「資源有効利用促進法」「建設ﾘｻｲｸﾙ法」

場合は、マニフェストを交付して適正に処理されていることを確認すると共

受注者は、建設副産物を産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物として処理する

（５）受注者は産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の収集運搬、中間処理及び最終

１ す。（（ ））　　　２．２．４

Ｄ

（１）本工事に必要な工事用電力、水等の費用及び官公署への諸手続き等の

の機器類の安全性を確認した後、漏電遮断器付コードリール等を中継

　　　して使用する。なお機器類には、Ｅ　（ＥＬＢ）接地（アース）を施

（２）工事用の仮設電気を使用する場合、工事責任者は使用する電動工具等

費用は受注者の負担とする。

工 事 用 電 力 ・ 水

そ の 他

（ ）

建物管理者への内容説明 不要保守に関する指導

建 物 の 管 理 工事完成後、本市への引渡し手続きが完了するまでは、受注者の責任で管理し、

これに要する費用は受注者間で適正な負担を行う。

電 気 保 安 技 術 者

１

１

（　　１．３．２）

（　　　１．３．２（ ））

機器類の取付高さ 機器・器具の取付高さは図面に記載のない場合は次による。

機器・器具取付高

標準取付高（単位ｍｍ）
名　称 測　定

一般施設 学校

分電盤 床上～中心 １４００ １４００

分電盤 天端 １９００ １９００

各室分電盤 下端 ２０５０

端子盤 床上～中心 １４００ １４００

端子盤 天端 １９００ １９００

スイッチ（一般） 床上～中心 １３００ １４００

スイッチ（身障者用） 床上～中心 １０００ １０００

コンセント（一般） 床上～中心 　３００ 　５００

コンセント（和室） 床上～中心 　２００ 　２００

コンセント（土間） 床上～中心 　８００

２１００～２４００ ２１００～２４００ブラケット（一般） 床上～中心

ブラケット（鏡上） 鏡上端～中心 　１５０ 　１５０

手元開閉器 床上～中心 １３００ １４００

電話アウトレット（一般） 床上～中心 　３００ 　５００

電話アウトレット（和室） 床上～中心 　２００ 　２００

電話アウトレット（壁付） 床上～中心 １３００ １４００

子時計 床上～中心 ２３００ ２３００

壁掛スピーカ 床上～中心 ２３００ ２３００

アッテネータ 床上～中心 １３００ １４００

インターホン（一般用） 床上～中心 １３００ １４００

インターホン（身障者用） 床上～中心 １０００ １０００

トイレ呼出押釦（１ヶ用） 床上～中心 １０００ １０００

３００及び１０００ ３００及び１０００トイレ呼出押釦（２ヶ用） 床上～中心
コンセント高にあわせるコンセント高にあわせるテレビ受口 床上～中心

コンセント高にあわせる コンセント高にあわせる情報コンセント 床上～中心

表示灯及び照光押ボタンスイッチの色別は次による。

表示灯種別 表示色

電 源 白

入り（ＯＮ） 赤

切り（ＯＦＦ） 緑

高　圧　地　絡 赤

低　圧　地　絡 橙

満　　減　　水 橙

消火ポンプ起動 赤

重故障 赤
そ　　の　　他

軽故障 橙

８．ＵＴＰケーブルの心線の割り当てはＥＩＡ／ＴＩＡ５６８Ａとする。

一

般

共

通

事

項

４)外部足場の壁つなぎ材の施工は、撤去後、補修が少ない位置で各階毎に設ける

５)メッシュ状養生シート（ＪＩＳ１類）による養生を行うこと。

６)足場で使用する工具等には、原則として転落防止用ワイヤーを取り付けて

 使用すること。

７)仮設足場周辺にはネットフェンス、バリケード、標識ロープ等により立ち入れ

本工事（図面特記箇所）

　 とし、適切な保守管理を行う。

   (厚生労働省　平成21年4月）の「手すり先行工法等に関するガイドライン」によ

 ついて手すり、中さん及び幅木の機能を有するものを設置すること。

 るものとし、足場の組立、解体作業時及び使用時には、常時、すべての作業床に

※別途工事

 ものとし、壁つなぎ材を撤去した後、原状に復すること。

 ない様にし、「きけん」、「立入禁止」等の掲示を行うこと。

防護棚　※ 図面特記箇所（地盤面から足場上部までの高さが10mを超える場合）

不要

１)防護棚が敷地境界線を越える場合には関係各署と打合せの上、届出を行うこと。

足 場 そ の 他

　　パイプシャフト内等は塗装しなくてもよい。）　　　２．８．１ ））（（

３．容易に見える場所の露出部分（電気室・機械室・倉庫

２．ルーバー天井内等天井内が見通せる場所

１．屋外及び水気、湿気のある場所の露出部分

監督職員の指示する色の塗装を行う。但し、意匠的に支障を及ぼさない部分で、

て塗装を省略することができる。

別途図中にて指示のない下記の場合は、金属管・プルボックス・支持金具等に

の表示を行う。

高圧ケーブル用配管の露出及び隠ぺい部分は橙色の塗装を行い、「高電圧注意」

（　　２．７．１）

１

１

亜鉛めっき付着量が300g/㎡以上の配管を使用する場合は、監督職員の承諾を得

構内指示の場所に敷きならし処 理土残

（マニフェストの写しを提出すること。）

ルガイドラインの当該事項による。）

構外搬出適切処理

※ 構内指示の場所にたい積

（残土処理は、｢標仕｣第１編1.3.9によるほか、建設リサイク

（　　　１．９．１（ １

（２） 請負金額（設計変更を含む）が100万円（税込）以上の工事について、再生資

【掲載場所】

トップページ＞産業・ビジネス＞入札契約情報＞各局等入札契約情報＞

　建設局＞入札・契約のお知らせ

（（

契約電力５００ｋＷ以上の場合も、第一種電気工事士による施工を行うこと。

主 任 技 術 者 等

電気工作物の種類

※ 要

　 事業用電気工作物 一般用電気工作物※

(        　 )

(   )

( １ ２.２.２ )

金 属 管 等 の 塗 装

（　　１．３．９）１

））

１）足場は、労働安全衛生法その他関係法令等に従い、適切な材料及び構造のもの

２)足場を設ける場合には、「「手すり先行工法に関するガイドライン」について」

（平成30年5月）の記載事項を遵守して、建設副産物の適正な処理及び再生

建 設 副 産 物 の 発

生 の 抑 制 、 適 正

処 理 及 び 再 利 用

の 促 進 等

表 示 灯 の 色 別

配 線 の 色 別

（ 盤 内 も 含 む ）

風圧力（耐風力）

テレビ共同受信アンテナ及びアンテナマスト

　 受雷部システム及び引下げ導体システム　　　太陽光発電装置　　風力発電装置

上段(　　　）は「標仕」、下段(( ))は「改修標仕」を表す。

リサイクルガイドラインにより行い、電子データを監督職員に提出すること。

源利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書）の作成を建設

（　　　１．９．１（

１（　　１．３．９）

））１

　引渡しを要するもの ※なし あり（ ）

　再生資源化を図るもの　　 ※なし あり（　　　 ）

　特別管理産業廃棄物 ※なし あり（ ）

 外部足場 種別 ※Ａ種:枠組足場　 Ｂ種:くさび緊結式足場　 Ｃ種:単管本足場　　

Ｄ種:仮設ゴンドラ　 Ｅ種:移動式足場　　Ｆ種:高所作業車

３)枠組足場の設置においては、「手すり先行工法による足場の組立等に関する

 基準」における2の(2)手すり据置方式又は(3)手すり先行専用足場方式により

 行うこと。

建築基準法施行令第87条に定めるところによる風圧力(耐風力)検討(計算)書を

監督職員に提出する。なお、検討（計算）範囲には、それぞれの取付部分を含む。

））（　　　１．９．１（ １

１ （　　１．３．９）

・通信・情報設備に対する保守担当者への指導 要 不要※

設けない

)(設ける１

１

※

（　　２．１．１）

（（ ））　　　２．２．７

監 督 職 員 事 務 所

１

１

（　　１．４．２）　

））１．４．２（（

・主要機器材  ：申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が５年以上ある。

・その他機器材：申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が３年以上ある。

・配電盤及び制御盤等を同一の電気室に設置する場合は、原則としてメーカーを統一する。

当該品目の評価を受けた製造者の製品で、納品（工事）場所に納入が可能

と記載されている。

（２）大阪市都市整備局の工事において当該品目の納入実績のある製造者の製品。

（３）上記（１）（２）以外の製造者の製品は、設計図書に定める品質及び性能

が確認できる次表の書類を提出し、本市監督職員の承諾を受ける。

本工事で使用する機器材は、ＪＩＳ及びこれら公的機関に準じる関係機関の規格品

（１）直近の建築材料・設備機材等品質性能評価事業｢(一社)公共建築協会｣により

電子ボタン電話装置

適 用
備 考品 目分 類番号 主要機器材 その他機器材

金属閉鎖型スイッチギヤ及びコントロールギヤ
E-A 特別高圧配電盤並びに機器類

（遮断器、開閉器類、変圧器類を含む）

金属閉鎖型スイッチギヤ及びコントロールギヤ(高圧用)

配電盤並びに制御盤(高圧用)
配電盤並びに開閉器類E-B

中央監視盤

配電盤・制御盤・分電盤並びに端子盤(低圧用)

変圧器

電力用コンデンサ及びリアクトル

真空遮断器及び真空電磁接触器
電力機器E-C 高圧気中負荷開閉器(電力ヒューズ付)

過電流ロック機構付高圧気中負荷開閉器

過電流ロック機構付高圧ガス負荷開閉器

避雷器

自家発電原動機

自家発電機装置

無停電電源装置

蓄電池並びに充電装置

照明器具

音響装置

アンテナ

共同聴視用部品

監視カメラ装置
その他機器E-E

駐車場管制装置

インターホン

電気時計

火災報知機

住宅用情報システム

電子交換機

パワーコンディショナ及び系統連系保護装置

E-D 自家発電機器

提 出 書 類

備 考書 類 名No

設計図書に定める品質及び性能が数値等で明記されている
機 器 仕 様 書Ⅰ

資料（汎用品は製品カタログも可能）

製

造

者

の

概

要

事業所・営業

所等の住所

申請品の生産販売・納入実績（民間・他官公庁）が、下表
生 産

に示す主要機器材は５年以上、その他機器材は３年以上のⅡ
販売実績

期間が確認できる資料

納品（工事）場所がアフターサービス地区に含まれているアフター

サービス体制 ことが確認できる資料

建 築 設 備 工 事 の

使 用 機 器 材 の

選 定 に つ い て

認定品等とする。また、別表１（工事用対象機器材一覧表）に該当する場合は次の

いずれかの条件を満すものによる。

別表１：工事用対象機器材一覧表

設計図書に記述のない場合以外は新品とする。仮設に使用する機材

１

１

（　　１．４．２．　　）

　　　１．４．２．（（ ））

［備考］立会検査の有無は、監督職員の指示による。

検査及び試験を行うべき機材は、「標仕」による。

なお、必要に応じて工場立会検査を行う機材は下記による。

１．特別高圧用配電盤開閉装置類

２．高圧用配電盤開閉装置類

３．自家発電設備（パッケージ型を除く）

５．構内交換装置（実装２００回線以上のもの）

４．無停電電源装置（容量１０ｋＶＡ以上のもの）

機 材 等 の 検 査

及 び 試 験

１

１

１

（　　　１．４．５（ ））

（　　１．４．５）

（　　　１．４．６（ ））

１（　　１．４．４）
６．その他の機器類

工事検査と管理

（ｃ）検査の必要上局部の解体を、要する場合は、検査職員の指示により行う。

（ｂ）工事検査には、現場代理人及び主任技術者等は、必ず立会して検査職

（ｄ）工事完了後、本市への引渡しが完了するまで、受注者の責任で管理する。

（ａ）工事検査前には、必ず受注者において、施工内容がすべて設計図書に

（ｅ）構内交換装置及び構内情報通信網装置の取替工事については、工事

期間中受注者の責任において旧設備の保守を行う。

適合することを確認し、試運転調整、性能測定等を行い、その結果を

監督職員に提出する。

員の検査を受ける。手直しがある場合は、指定期日までに完了する。

なお、これに要する費用（受電後の電気料金（基本料金共）を含む。）は、

受注者間で適正な負担を行う。

）（（ １

１（　　１．６．１ ）

　　　１．10．１ ）

（ｆ）構内交換装置を設置する工事では、引き渡し後３ヶ月間は受注者において

　　　基づき無償で保守を行う。　　　要　　※ 不要

標準仕様書（電気設備工事編）平成３１年版（以下「標仕」という。）、公共建築改修工事標準

仕様書（電気設備工事編）平成３１年版（以下「改修標仕」という。）及び公共建築設備工事

標準図（電気設備工事編）平成３１年版（以下「標準図」という。）による。

(１)

(１)

・事業用電気工作物に係る工事

　電気主任技術者、第一種電気工事士、電気工事施工管理技士の資格を有する者

又はこれと同等の知識及び経験を有する者

（同等の知識及び経験については、電気設備工事監理指針を参照のこと）

・一般用電気工作物に係る工事

　第二種電気工事士以上の資格を有する者

国土交通省大臣官房官庁営繕部「建築保全業務共通仕様書」(平成30年版)に

共

通

適

用

項

目

建築基準法に定められた風速及び地表面粗度区分

ＶＯ（○３０　○３２　※３４）　　地表面粗度区分（○Ⅰ　○Ⅱ　※Ⅲ　○Ⅳ）

２（　　２．１．１３）

（（　　２．１．１４））２

学校　飲料水用 電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　プール自動給水装置　　電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　プール液面制御用　　　電磁弁・電極棒及び電極帯

学校　消火水槽満減警報用　　電磁弁・電極棒及び電極帯

昇降機インターホン用配管

昇降機運行監視盤(昇降機工事）までの配管

昇降機制御盤から中央監視装置までの配管配線

１

１

工　　事　　内　　容

梁、床、壁貫通スリ－ブ入れ（補強鉄筋共）

床、壁貫通の型枠（補強鉄筋共）

施工後の修正はつり及び穴埋め

屋内設備機器のコンクリ－ト基礎

屋上設備

屋外設備

機器の架台及びアンカ－ボルト

足場さん橋等

天井開口及び天井点検口（下地の補強共）

外気取り入れガラリ

パッケ－ジ形空気調和機の２次側配管配線及び接

地、操作スイッチ及び渡り配管配線

換気扇の取付け枠

中央監視盤の接地工事

機器付属の制御盤以降の配管配線

機器付属の制御盤への電源供給配管配線

自動制御盤への電源供給及び操作回路の渡り配管配線

天井吊り形ファンコイルユニット及び全熱交換形換気

扇と操作スイッチとの渡り配管配線及び接地

煙感知器から制御盤を経て防煙ダンパ－までの配管配線

排煙口と操作箱の渡り配線

電磁弁・電極棒及び電極帯

衛生器具類取付け補強板

小便器用節水装置の制御盤より小便器への配管配線

昇降路までの電源用配管・配線工事

昇降路のコンセント設備

昇降路の感知器設備

昇降路から電話保安器盤までの配管工事

乗場国際シンボルマーク（１００　以上）の取付

（　　１．１．７） 昇降路の換気設備

（ ）（　　１．１．７）

事工連関の約契別

著作権・使用権等 当該建物において取得する、施工図等の著作権に関る当該建物に限る使用権は

発注者に委譲するものとする。

（　　　１．１１．２（

（　　１．７．２）

図成完

１

１

・ＣＡＤデータ

（校園工事の場合は不要） ※ ２部　(原寸背張り製本)・複写図

・原　図※ 要 ※ １部　(原寸)

））

一

般

事

項

道路掘削跡復旧
箇所の表示

一次本復旧完了後、大阪市建設局の「道路掘削跡復旧箇所における工事施工者名の

深さ及び校舎等からの寄り寸法（例：５．０ｍ）とする。

の敷地埋設配管配線を書き込む。記入事項は配管配線のサイズ、用途、埋設

校園工事の場合、工事完成時、建築でまとめる埋設配管図に、今回工事範囲図管配

マンホール

配管配線

名称記号

凡例

Ｍ

Ｅ

設埋

表示要領」に準じて表示を行うこと。

　　不要

　（　　）部　(原寸背張り製本)

　（　　）部　(Ａ３縮小背張り製本)

風圧力に対する

性 能

本工事 機械工事建築工事 昇降機工事

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

※

(1) 耐震措置の計算及び施工方法は、標準仕様書、標準図及び図示以外は、「建築耐　震　措　置
設備耐震設計・施工指針（国土交通省国土技術政策総合研究所、独立行政法人

建築研究所監修２０１４年版）」による。

・別途図中にて指示がある場合この限りではない。

※

　　

※１式　(ＣＡＤデータを作成した場合)

・設計用水平震度（鉛直震度は、水平震度の1/2とする。）

下記の設計用水平震度及び鉛直震度により、据付ボルト・アンカーボルトなど

の耐震性能を確認し、監督職員の承諾を受ける。

（フルハーネス型）

(2)

(3)

注）（ ）内の数値は、防震支持の機器の場合に適用する。

s重要機器（水槽類）は、下記による。（水槽類にはオイルタンクを含む）

上層階の定義は、次による。

６階建以下の場合は最上階、７～９階建の場合は上層２階、

１０～１２階建の場合は上層３階、１３階建以上の場合は上層４階

・配電盤、自家発電装置、直流電源装置、無停電電源装置

・中央監視装置、交換機、電算機用電源、情報用機器ラック

・消火設備、排煙設備、その他防災機器

・応急対策活動室等の機能を確保するための設備機器

配線配管の支持は｢標仕｣第２編2.1.13によるほか、「建築設備耐震設計・施工

指針」第6章表6.2-2(a)から(c)による。

(4)

　「墜落制止用器具の安全な使用に関するガイドライン」による

設　量　場　所 一般機器 重要機器

1.5(2.0)

1.0(1.5)

0.6(1.0)

2.0(2.0)

1.5(1.5)

1.0(1.0)

1.5

1.0

1.0

2.0

1.5

1.5

　　（平成30年６月22日付け　基発0622第２号）

一般水槽類 重要水槽類

上層階・屋上及び塔屋

１ 階 及 び 地 下 階

中 間 階

中間階の定義は、１階及び地下階を除き、上層階に該当しない階

当該建物の耐震安全性の分類は（　一般の施設　　特定の施設）とする。※

図面サイズ：Ａ２

(　　　　枚の内)

企　画　部　施　設　整　備　課

大 阪 市 都 市 整 備 局
設
計
事

務
所

令和　　　年度

No.　

工事名称

電気設備　特記仕様書（１）

図面番号縮　　尺

図面名称

【特記Ｅ１－２３０１】

５

ランプ

南小学校受変電設備改修工事

２ １０

入札R5-E00

修正後
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